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１ 趣旨 

この要項は、令和７年度「特別支援教育総合推進事業」（以下「本事業」という。）について、

必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 目的 

インクルーシブ教育システムの理念の構築に向け、障害の重度・重複化、多様化への対応及び

発達障害を含む障害のある幼児児童生徒（以下「幼児等」という）の学びの場の適切な運用や整

備を進めるとともに、特別支援教育を担う教員等の専門性の向上につながる研修体制を構築し、

特別支援教育力の向上を図る。 

 

３ 事業の実施 

  本事業の目的を達成するため、以下の取組を実施する。なお、本事業の支援の対象は、国公立・

私立の保育所、幼稚園、認定こども園、小・中・高等学校及び特別支援学校（以下「学校等」と

いう。）とする。 

 

 (1) 相談支援に関する事業の内容 

① 巡回相談の実施 

     県教育委員会は、小児科医、視能訓練士等を特別支援学校の巡回相談員として委嘱する。

特別支援学校の巡回相談員は、特別支援学校を巡回し、教員等に対して幼児等に対する指

導内容・方法に関する指導・助言を行う。 

 

 ② 連携訪問の実施 

     県教育委員会は、視覚障害・聴覚障害・知的障害・肢体不自由・病弱に関する専門的知

識・経験を有する特別支援学校教員を連携訪問員として委嘱する。連携訪問員は、学校等

を訪問するなどして、当該学校の教員等に視覚障害・聴覚障害・知的障害・肢体不自由・

病弱の幼児等に対する指導内容・方法に関する指導・助言を行う。 

 

③  専門家チームの設置・運用 

     特別支援学校のセンター的機能に係る相談センターでの教育相談事例や特別支援学校に

在籍する幼児等への指導事例において、困難な事例が生じた場合に、特別支援学校からの

要請により、専門家チームの委員を派遣し、指導・助言を行う。 

 

(2) 研修に関する事業内容 

  県教育委員会は、特別支援教育に関する研修体制を整備し、以下の協議会等を実施する。 

① 免許法認定講習（年間６講座） 

特別支援学校教諭免許状の取得に関わる講習を６講座開設することにより、特別支援学校教

諭免許状の保有率の向上や人材の確保、特別支援教育の専門性の向上を図る。 



 

② 医療的ケア連絡協議会（年間１回） 

特別支援学校における医療的ケアを担当する医療的ケア看護職員及び関係教員等に対し

て、実施体制における現状と課題、関係機関等との連携等について協議し、医療的ケア指

導医の指導助言により専門性の向上を図る機会を提供する。 

 

③ センター的機能充実事業 

特別支援学校を対象に、特別支援教育を推進するため、専門家による講演や授業研究、

教材開発等を行い、特別支援学校の教員の専門性向上を図るとともに、地域の保育所、幼

稚園、認定こども園、小・中・高等学校の教員の指導力向上を図るため、特別支援学校で

活用している教材の紹介や相談支援等を行うことにより研修の機会を提供する。 

 

④ 就学に関わる教育相談・支援体制構築に関する協議会（オンデマンド配信） 

   公私立保育所・認定こども園・幼稚園、小・中学校、国公立特別支援学校、関係機関の

就学担当者・希望者を対象に、切れ目ない支援体制の整備を目指す特別支援教育を推進す

るため、就学に関する講話や就学相談についての説明等を行う。 

   

⑤ 市町教育委員会就学担当者研究協議会（年間２回） 

    市町（学校組合）教育委員会の就学担当者を対象に、就学に関する課題等について協議

を行い、適切な相談・支援に関する理解を深めることにより、インクルーシブ教育システ

ムの理念の構築を図る。 

 

(3) 県立特別支援学校による通級による指導（弱視・難聴）充実事業 

    県内の小・中学校、高等学校に在籍する視覚障害、聴覚障害のある児童生徒の教育的ニーズに

的確に応えるため、県立視覚支援学校・県立聴覚支援学校による「通級による指導」の充実を図

る。 

 

(4) 特別支援学校児童生徒の居住地校交流充実事業 

   インクルーシブ教育システムの構築を図るとともに、県立小豆島みんなの支援学校及び土庄町

並びに小豆島町の公立小・中学校４校をモデル校として、特別支援学校の児童生徒と、居住する

地域の小・中学校の児童生徒との交流及び共同学習を行い、小豆島町居住地校交流の在り方につ

いて実証研究する。 

 

４ その他 

  本事業に関する庶務は、香川県教育委員会事務局特別支援教育課において処理する。 

     附 則 

 (1) この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 (2) この要領は、令和８年３月３１日限りその効力を失う。 


